
医療重囲拠  
r   

】   
し一．■▼  

医療費適正化計画  
地域ケア体制整備構想  
介護保険事業支援計画  

医療計画  健康増進計画  平均在院日数の短縮、   
療養病床の再編成  

特定健診・特定保健指導  

○都道府県において療養病  

定ガイドライン確定版）  

4月  

○市町村・関係団体との  
イドラインに基づき、   

調整、医療機関の転換  
新しい都道府県健康   

意向等の再調査（都道府  
増進計画の策定作   

l旦1  
業  

夏以降  

構想の策定（都道府県〉  

（秋頃）地域ケア体制整備   

j  

に基づく基本方針改正告   
乱い都道府県医鮒画の実施ら望讐悪賢驚   

20年 4月  新しい都道画の施行 

L  

○基本方針及びガ  
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■‾‾‾‾‾－ ‾‾’‾’‾▲▲「  再教育・行政処分  
後期高齢者医療制度  情報提供  医療安全  

医師・歯科医師   

9月  ○準備委員会設置  

1．都道府県  看護師  18年 7月           ○医療安全省 令・通知につい て関係団体への 協力依頼  l  I    8月           ‡ 篭  ∋  箋             【      10月  

の在り方に関する検 ’  
討開始  ○後期高齢者医療     を通じた情報 提供制度関係 ○都道府県か らのヒアリング  

等  
O「医療情報  

11月  の提供等に関  ○医療安全支援  
2．広告規  

における検討   制の見直し   て、都道府県と意  
＜ 宣・  ＞   等  日傘ぬ   

O「医療情  

決（規約の誰決、  報の提供等  
平成18年度分賦  

12月  0市町村議会の議   仝l   

の範囲  に関する検  
討会」にお  
ける検討   

○市町村から都道  ＜検討内容  
＞  

・告示で定  
めるものの  

0パブコメ  

○パブコメ   

施行  

4月   ○再教育命令に伴う弁  
明の聴取に係る手続案  
○再教育研修の搾要案  
0再教育研修の概要の   
通知  

5月  
明の聴取に係る手続  
②再教育研修の概要  
○戒告等の導入に伴う  
行政処分の基準等のパ  

6月  システム整備  フリックコメント  
0准看讃蘭の取り扱い  
について  

（7月）保険料設定の事  

夏以降  骨格取りま  
欄係市町村との保険料とめ  
主管語に聞寸る三岳塾  

（l1月上旬）広域連合議  
会（保険料条例制定）  前整備 市町枇基偶の整品蓋 理 ・披保険者台帳の作成嘉琵雲讐 濯芸賃讐芸≡莞  
後期高齢者医療制度の  施行   本格実施 20年庭中  

①再教育命令に伴う弁  
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医療制度改革に関する都道府県の取組  

医療計画   健康増進計画   

○国が示す都道府県健康増進計画改定  
査の実施  ガイドライン（暫定版）を基に、健康増進計 画改定に向けた準備作業の実施      ＜市町村＞ ○広域連合設立準備委j  

（11月）  n   後期高齢者医療葦              の設置    ○匡lが示す都道府県健康・栄養言周査マ ニュアルを活用し、地域の実態を踏まえた 目横設定のための調査（都道府県健康・  
栄養調査）の実施   ○広域連合の設立のための  

・広域連合設立準備委鼻毛  
○行政保健師・管理栄養士の配置実態の  派遣  
把糧及び今後の配置方針の検討   ・都道府県内の市町村に束  

・その他技術的助言・援助   

別の構築に向けた圏域ごと  ○関係者の役割分担・連携促進を行うf－     ・．矧性l  
5協議の開始   

昌   道府県知 に、 る   
査結果の分析  会設立許可の申請  

めの地域・職域連携推進協…羨会の設置及  ＜市町村＞  

○都道府県による広域連合（  

（3月中）  

○広域連合の設立期限  

○匡】が示す基本方針及び都道府県健康  ○広域連合・市町村こおけ竜  
増進計画改定ガイドライン（確定版）を基  医療制度の施行準備に対す  

に、健康増進計画の改定作業の開始  言・指導）  

○行政保他師・管理栄養士の今後の配置  
方針の決定   

○地域・持戒連携推進協諸会において、  
別についての協議終7  

等の決定、役割分担、連携方策の持論  
ゴける巨楳値の設定、速成  

○地方厚生（支）局へ健康増進計画改定案  
の提出（国からの技術的助言）  

十画の策定   ○健康増進計画の改定   ○後期高齢者医療制度の聞  

医療費適正化対策   地域ケア体制整備構想   医療≡  

0医療費適正化計画策定休制の整備  
整備  ○医療機能調査の実   

○療養病床を有する全医療機関に対する  
アンケート調査（10月1日時点）の実施（各  
医療機関の概況、転換意向、入院患者の  
状態等の基礎データの収集）  

「ト 
●芋 

○保険者に対する特定健診等に関する説  
明、情報交換   

○医療箕の現状分析   ○国が示す短期ワークシートを活用し、平  ○医療連携体制の構  
介護サービスニーズの  
、今度の整備方針を検  

○医療機能調査結果   

一クシートを活用し、中  
1～3月  ビスニーズ及びサービ  

を行うとともに、対応方   

○国が示す基本方針を基に医療費適正  ア体制整備指針を基  
化計画の策定作業の開始   に、地域ケア体制整備構想の作成作業の  

開始  

平成19年度  ○市町村欄係団体等との調整、医療機  
4′・・■9月  関の転換意向等の再調査   

（i再火）  

状況の把握   ○地域ケア体制整備構憑の策定   ○医療連携体制につl  

く〉  ○計画に位置づける巨  
特定健診等の目標値、及びそれによる医  方策の検討   

10～3月   療黄適正化計画の提出  

○療養病床数の目標値及びそれによる適  
正化計画の見直しの算出  

○医療費適正化計画の策定  ○新しい医療計画の至   

○特定健診等の保険者間の目標値設定  （秋頃）                          平成20年度  4月  



都道府県における医療構造改革推進組織の設置状況  

＜設置状況＞   

47  

0  

医療制度改革調整会繕幹事会   

地域ケア整備構想検討部会  

健康福祉部各課課長代理、関係G」   

地域ケア整備構想WG  現在設置を検討中  

理担当課長、医療局病院改革圭経営改革監  

医療制度改革推進本部PT  

医療費適正化計画PT  福祉企画担当ほか関係各担当  

地域ケア・療養病床転換推進PT  



医療費適正化計画PT   

地域ケア整備構想PT   

地域保健医療計画PT   

医療制度改革推進担当者会言義   



後期高齢者医療制度部会  関係各課長及び圭（班）長  

医療費適正化計画部会  

地域ケア整備構想部会  
健康増進計画部会  
後期高齢者医療制度部会  

医療費適正化計画PT   

地域ケアー療養病床転換推進PT  長寿福祉課ほか関係課の担当職員  

健康診査等推進PT   



医療費適正化計画チーム  

医療対策課医療計画Gほか  

健康フロンティア推進WG  健康推進課健康推進G  

地域ケア整備構想WG  長寿社会課施設サービスGほか  

医療対策課担当課長、医療対策課医療計画Gほか   

ワーキンググループ   健康福祉政策課長、ほか  

生活習慣病対策関係WG  

療養病床再編WG  

医師確保対策WG  

生活習慣病予防WG   、関係重  

長寿健康政策室、医療室ほか関係圭  

ワーキンググループ   関係課刃王長（主幹等）   



地域ケア確保推進指針推進チー 

医療費適正化計画推進チーム  

医療黄適正化計画作業部会   
地域ケア整備・療養病床転換 



医療保険室長、福祉保健総務室長ほか関係室長   

齢者支援室長、福祉保健総務室長ほか関係室長   

医師確保対策部会   医療対策室長、福祉保健総務室長ほか関係室長   

医療費適正化計画策定部会  

健康増進計画策定部会   

地域ケア整備構想策定部会   

ワーキンググループ  

医療費適正化対策班  

療養病床再編・地域ケア整備構想  



ワーキンググループ  

総合企画調整WG   

医師確保対策WG  

生活習慣病対策WG  

地域ケア整備構想策定WG  

医療費適正化計画作業部会  

医療費適正化計画WG   

宮崎県保健医療計画WG  

健康みやざき行動計画21WG  

地域ケア整備構想WG  



名 称  設置年月日  組織の長  主な構成員  人数  都道府県名  

鹿児島県医療構造改革推進本部   

推進本部幹事会   

保健医療計画に関するWG  

健康増進計画に関するWG  

医療費適正化計画に関するWG  

保健福祉部長   

保健福祉部参事  

保健福祉部次長（2）、参事、関係課長   

関係課長   

関係各課  

関係各課  

関係各課  

推進本部幹事会並びにワーキング  
グループについては，内容等を大  

幅に見直す予定。  

H18．5．22  

日18．5．22  

鹿児島県  

沖縄県医療制度改革推進本部  福祉保健部長  保健衛生統括監、福祉企画統括監、病院事業局次長、建  
築都市統括監  

福祉保健企画課長、医務・国保課長、高齢者福祉介護課  
長、健康増進課長、障害保健福祉課長、薬務衛生課長、  
県立病院課長、住宅課長  

各課計画担当班長   

関係課職員  

関係課職員   

推進本部幹事会  保健衛生統括監  

総合企画調整プロジェクトチーム  

ワーキングチーム  

医療費適正化計画に関するm  

地域ケア整備構想に関するm  

医療制度改革専門監  



「医療費適正化に関する施策についての基本的な方針（案）」に関連して  

留意すべき事項について  

平成19年4月17日  

保険局総務課  

医療費適正化対策推進室   

医療費適正化に関する施策についての基本的な方針（案）（以下「基本方針」と  

いう。）のうち、療養病床の数に関する数値目標の設定に当たっては、以下の点に  

留意願いたい。  

（1）基本方針では、まず、入院者の医療の必要度に応じた算式による数値   

（a－b＋c）を算出することとしているが、これは、足元（平成20年度時点）での必  

要数である。  

上記の数を基に、計画期間中の後期高齢者人口の伸び率、並びに救命救  

急医療の充実、早期リハビリテーションの強化による重症化予防、在宅医療  

及び地域ケアの推進に関する方針等を総合的に勘案し、それぞれにおける実  

情を加味して、平成24年度末時点での目標数を設定すること。  

これに際しては、   

・必要とする病床数が増える要因としては、「後期高齢者人口の伸び率」を勘  

案すること、   

・この「後期高齢者人口の伸び率」の増加分から、減少する方向の要因とし  

て、「救命救急医療の充実、早期リハビリテーションの強化による重症化予  

防、在宅医療及び地域ケアの推進に関する方針等」を勘案すること、  

という趣旨であることに留意し、この考え方に沿って目標数を設定すること。  

（2）基本方針において、医療療養病床から介護保険施設等に転換又は削減す  

る見込み数の算定に当たっては、以下のように考えている。  

ア．医療区分1の患者については、全ての者に相当する病床数を転換対象  

として積算している。  

・なお、医療区分1の患者の中にも、経菅栄養や胃ろう等の一定の医学  

的管理を必要とする者が含まれるが、これらの者については、一定程  

度状態の安定も見込まれ、介護施設等において当該患者に対する医   



療提供も含めて対応することが可能かつ適切と考えられる。   

イ．また、医療区分2の患者の3割に相当する病床数を転換対象として積算  

しているが、この「3割」については、医療区分2の患者の一部にも、一定  

程度状態の安定が見込まれ適切な人員配置により対応が可能である者  

も存在すると考えられることから、今後の老人保健施設等における医療  

提供の在り方の見直しの動きも勘案して、設定したものである。  

・具体的には、医療区分2の患者のうち、うつ状態、裾療、創傷処置、皮  

膚の潰癌などの項目に該当する者の一部を想定しており、これらの者  

を合計すると、約3割を占めているところである。  

（3）医療区分については、中医協慢性期入院医療の包括評価調査分科会で現   

荏議論されているところであるが、現在の医療区分については概ね妥当と評   

価されていることから、参酌標準では現行の医療区分の設定をそのまま用い   

ることとしている。  

（4）なお、療養病床の再編成は、法律上医療機関の意向に反してでも強制的に   

行うことができることとはされておらず、今後の医療・介護改革の方向性や、地   

域におけるニーズの動向、転換先の老人保健施設等における医療提供の在   

り方の検討結果等を踏まえて、医療機関自らの判断によって実現されていくも   

のである。都道府県においては、このための必要な情報の提供や働きかけな   

どに努められたいこと。   




